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Abstract This paper demonstrated the advantages of administering a job stress questionnaire

created from a psychological viewpoint in screening and carmg for employees with a poor mental

health state, and described the discovery and correspondence of such employees, using a Co-Labo

developed by Kosugi as an example of a psychological job stress questionnaire. The advantages

demonstrated were as follows: (1) since it could take an accurate measurement of psychological stress

reactions from slight to strong, it was applicable in a broad range of employees perceiving many levels

of negative emotions; and (2) factors like coping, social support, and social skills, that are easy to treat

in stress counseling, could be measured. Next, the procedures of the discovery and correspondence

of the employees by the Co-Labo were expounded by dividing them stages, from the prior explanation

to the debriefing session.

Key words: job stress questionnaire (職業性ストレス調査票), mental health (メンタルヘルス)

1.はじめに

小杉1)は, 「職場ストレツサーへのコ-ビングの失敗

から注意・集中・決断などの仕事を進める上で重要な

能力の乏しきと軽い憂うつ感が仕事中にだけ出現す

る」という社内不活性・社外活性社員をメンタルヘル

ス不全(社内うつ)社員と定義し,この定義に該当す

る従業員に対する職場適応支援活動を展開している。

このような状態に該当する従業員は,必ずしも大うつ

病エピソードなどの医学的診断基準2)を満たすわけで

はないため,医学的な対応よりも,むしろ,ストレツ
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サーに対する認知の変容や,コ-ビングの調整などの

心理学的な対応が,メンタルヘルス不全の改善に対し

て有効となるであろう。

本論文では,まずはじめに,このように定義される

メンタルヘルス不全社員の発見と対応において,心理

学的観点から作成された職業性ストレス調査票を用い

ることの利点について解説する。次に,心理学的職業

性ストレス調査票の一例として,近年小杉により開発

されたCo-Labo3'を取り上げ,本調査票を用いたメン

タルヘルス不全社員の発見と対応の実際について紹介

する。
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2.メンタルヘルス不全社員の発見と対応に心理

学的職業性ストレス調査票を使用することの

利点

いわゆるメンタルヘルス指針4)を参考にすれば,事

業所内において産業保健スタッフがメンタルヘルス不

全社員を発見するには, (9メンタルヘルス不全社員本

人からの自主的な相談, (塾上司などのライン社員から

の紹介, ③産業保健スタッフによる教育研修やストレ

ス調査の実施,などが必要となるであろう。小杉5)は,

カウンセリングルーム開設からの期間が異なる3事業

所を対象に,メンタルヘルス不全社員のカウンセリン

グルーム来室者数を,この3分類に相当する「自主来

室」, 「紹介」, 「調査」ごとに集計し,それぞれの割合

を報告している(表1)。表1より,カウンセリングルー

ム開設からの期間が長い事業所ほど,自主来室による

相談件数の割合が増加するが,開設から間もない事業

所では,自主来室による相談件数の割合は少なく,大

部分は紹介または調査による来室であることが分か

る。このことから,特にメンタルヘルス対策を導入し

て間もない事業所においては,ストレス調査を実施す

ることは,メンタルヘルス不全社員を発見するための

有用な手段となることが示唆される。なお,表1での

「調査」とは,職場ストレススケール(JobStressScale/

JSS)5>の結果によって「メンタルヘルス不全の疑いあ

り」と判定された従業員に対して実施する後述のイン

チ-ク面接から,継続的なストレス・カウンセリング

に移行したケース数を示している。

近年では,職業性ストレス簡易調査票6)の開発によ

り,多くの事業所で手軽にストレス調査を実施できる

ようになった。本調査票の結果を紙面あるいはweb上

でフィードバックすることによって,個々の従業員に

対してストレスの諸側面に関する自覚を促すことがで

きる。しかし,心理学的観点に立てば,先述した定義

表1過去1年間におけるカウンセリングルーム利用状
況5)

事 業 所
開 設 か ら

の 期 間
自 主 紹 介 調 査 合 計

A 約 1 8 年
4 8 9 9

6 6( 7 2 . 7 3 % ) 1 3 . 6 4 % ( 1 3 . 6 4 %

B 約 1 0 年 1 0 1 1 5 3 2
1 4 8

6 8 . 2 4 % 1 0 . 1 4 % 2 1 . 6 2 %

C 約 2 年 8 2 1 1 9
4 8

1 6 . 6 7 % (4 3 . 7 5 % ) ( 3 9 . 5 8 % )

に当てはまるメンタルヘルス不全を改善するために

は, Lazarusによる心理学的ストレスモデル7)S)におい

て,心理的ストレス反応の前段階に位置付けられるス

トL/ツサーまたはコ-ビングを調整する珪床心理学的

介入を行うことが必要となる。特に,環場への適応を

目的としたカウンセリングでは,耳芸場ストレツサーに

対して実行中の不適切なコ-ビングの変容に焦点を当

てることが,時間的,労力的コストが少ない可能性が

示唆されている9)10)。職業性ストレス簡易調査票は,簡

便に実施することができるものの,コ-ビングが測定

の対象として含まれていないため,調査実施後に実施

すべき個別面接において,産業保健スタッフが具体的

なコ-ビングの改善指導を行うことが田黒であるとい

える。

ここでは,心理学的ストレスモデルに立脚して作成

された職業性ストレス調査票の一例として,小杉によ

るCo-Labo3)を紹介する。本調査票は, JSS5'をもとに

作成された職業性ストレス調査票であり,慢性型職場

ストレツサー,家族ストレツサー,コ-ビング,ソー

シャルサポート,ソーシャルスキfls,職務満足感,心

理的ストレス反応の7つの側面を包括的に測定するこ

とができる。また,虚偽尺度が含まれているため,被

調査者が回答を社会的に望ましい方向に変化させてい

るか否かを判定することもできる。

本調査票を上述の定義に該当するメンタルヘルス不

全社員の発見と対応に使用することは,以下の2点か

ら有用であると考えられる。

第-に,本調査票に含まれる心理的ストレス反応尺

度が, SDSll'やCES-D12)などとは異なり,軽度から重

度までの幅広い心理的ストレス反応を自覚する従業員

に対して適用可能な尺度であるという点である。大塚

らl°)は, Co-Laboの心理的ストレス反応尺度の測定精

度について項目反応理論のテスト情報曲線を用いて検

討した。図1に, Co-Laboの心理的ストレス反応尺度

のテスト情報曲線および標準誤差を示した。縦軸はテ

スト情報量やよび標準誤差,墳軸は尺度値Oを示し,

テスト情報量が高い尺度値の付近では,本尺度の測定

精度が高いと考えることができる。

図1より, Co-Laboの心理的ストレス反応尺度のテ

スト情報曲線は単峰型に近い形状で,分布はやや右寄

りであることが示された。また,テスト情報量の最大

値は尺度値β-0.0付近であり,このときのテスト情
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図1 Co-Laboの心理的ストレス反応尺度のテスト情報曲線と標準誤差13)

注)実線はテスト情報量,破線は標準誤差を示す。

報量は21.618,標準誤差は0.215であった。

一方,尺度値Oが2.0以上または-1.6以下の場合

にはテスト情報量が低下し,標準誤差が上昇した。 β-

2.0は,心理的ストレス反応の上位約2%に,βニー1.6

は,下位約5.5%にそれぞれ相当する。

これらのことから, Co-Laboの心理的ストレス反応

尺度は,心理的ストレス反応のやや高い従業員から,

やや低い従業員までを精度良く測定することができる

尺度であるということができる。本尺度によって心理

的ストレス反応が精度良く測定される従業員の割合は

約92.5%であることから,非常に幅広い従業員に適用

可能な尺度であるということができる。

第二に,臨床心理学的職場カウンセリングに活用可

能なさまざまな要田を測定できるという点である。

コ-ビングに対する介入を行う場合には,コ-ビング

そのものを測定することが大前提であるが,加えて,

個人のコ-ビングに影響を及ぼす背景要因についても

測定できることが望ましいといえる。例えば,ソーシャ

ルサポートは,問題解決や相談など,一般にストレツ

サーの低減に有効であることが指摘される積極的な

コ-ビングの使用頻度を増大させることができ

るl一)15)また,このようなソーシャルサポートを増大さ

せる背景要因として,人付き合いの上手さを示すソー

シャルスキルの重要性も指摘されている16)例えば,

コ-ビングに失敗し続けるソーシャルスキルの低いメ

ンタルヘルス不全社員が存在した場合には,個々の状

況に対してコ-ビングの内容を一つ一つ改善させるよ

りも,むしろ,他人と上手く折り合いをつける,部下

の話を上手に聞くなどの基本的なソーシャルスキルを

学習によって獲得させることが,メンタルヘルス不全

の改善には効果的であるかもしれない。

3. CローLab03)を使用したメンタルヘルス不全

社員の発見と対応

本節では,前節で紹介したCo-Laboを用いたメンタ

ルヘルス不全社員の発見と対応の実際を紹介する。本

調査票を用いた職場メンタルヘルス活動は,図2のよ

うに体系化された手順で実施される。以下,図2に示

された各段階について,解説する。

①事前説明会:調査の実施に先立ち,調査対象となっ

インテーク面接

外部医療機関
&sァ

ストレス・カウンセリング

結果報告会

図2　Co-Laboを用いた職場メンタルヘルス活動の手順

-235-



産業ストレス研究(JobStressRes.)第11巻　第4号　2004年10月

た部署に対して事前説明会を開催する。この事前説

明会では,調査の目的や主旨,具体的手続き,予測

される結果や不利益,個人情報の保護,実施主体の

中立性などを当該部署に所属する従業員に丁寧に説

明し,インフォームド・コンセントを受けることが

重要である。

(塾CO-Labo一斉実施:事前説明会時に提示した実施

計画に基づき, Co-Labo一斉調査が開始される。

Co-Labo一斉調査は,さらに, (1)配布, (2)回収, (3)

処理, (4)結果の個別送付,の4段階に分類すること

ができる。

(1)配布: Co-Laboは,各部署の担当者を通して,各

従業員に配布される。調査票の表紙には,事前説

明会での伝達事項が再度記載される。調査は,各

部署であらかじめ15分程度の時間を決め,一斉に

実施される　Co-Laboでは,心理的ストレス反応

として, 「イライラ感」, 「憂うつ感」などの感情反

応を測定する。感情反応は,回答時の周囲の環境

や心身の状態等によって,大きく変化する性質を

持つ.そのため,この種の調査は,できるだけ一

定の時間に,普段勤務する職場内で実施すること

が必要である。

(2)回収:調査票は,回答終了後,調査主体が事前に

用意した回収用封筒に入れ,個人で封印の上,担

当者に提出される。なお,実施された調査票は,

人事部門などを経由せずに,各部署の担当者から

直接調査主体へ送付される。回収された調査票は,

施錠可能な保管庫に厳重に保管される。

(3)処理:結果の処理には, Co-Labo解析専用プログ

ラムが用いられる。

(4)結果の個別送付:結果通知票は,ストレスに関す

る簡単なガイドブックとともに,直接個人宛に

フィードバックされる。放送中に他の従業員が結

果を閲覧できないよう,結果通知票は厳封される。

結果通知票には,数値とコメントによるCo-Labo

諸側面の詳細な結果と説明が記されている。コメ

ント文は,従業員が専門家による解説なしに理解

できるように,平易な表現を使用している。また,

結果通知票には, Co-Labo諸側面の詳細な結果と

は別に, 「総合評価」を短文で示している。メンタ

ルヘルス不全が疑われる従業員については, 「総合

評価」の欄にカウンセリングルームへの来室を促

す文言を加える。そのため,結果通知票には,カ

ウンセリングルームの連絡先,開室日時等を明記

し,従業員が連絡しやすいように配慮する。

③電話呼出・Co-Laboによってメンタルヘルス不全

が疑われる従業員に対して,カウンセリングルーム

から電話で来室を呼びかける。このとき,メンタル

-ルス不全の疑いのない従業員も,これらの従業員

と同数程度,無作為に抽出し,電話で来室を呼びか

ける。これは, (1)当該職場に適応するために必要な

情報を収集し,メンタルヘルス不全社員の職場適応

援助に活用する, 2メンタルヘルス不全社員のみの

電話呼出によって,当該職場の従業員に,メンタル

ヘルス不全社員が同定されることを防ぐ,という2

つの役割を果たす。

匂)インテ-ク面接:自主的に連絡を行った,あるいは,

電話呼出に応じた従業員に対して,産業保健スタッ

フがインテ-ク面接を行う。インチーク面接とは,

継続的なストレス・カウンセリングの前に実施され

る初回面接を指し,これは, Co-Labo諸側面の解説

および現状の確認を中心とした半構造化面接の形態

を取る。インテ-ク面接の目的は,メンタルヘルス

不全発生のメカニズムを解説し,自身のメンタルヘ

ルス不全が引き起こされる原因を理解することにあ

る。面接者は,図3のような心理学的ストレスモデ

ル17)を被面接者に提示し,約1時間をかけて被面接

者とともに各要因の具体的内容,および,各要因問

の関連について検討する。このように調査結果を具

体的な就業関連事項に還元し,それらを心理学的ス

トレスモデル7)8)17)に当てはめて理解することで,メ

ンタルヘルス不全となった原因の把握,および,メ

ンタルヘルス不全を改善するための対処法を検討す

ることが容易となる。なお,インチーク面接の結果,

環
境
か
ら
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要
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請
に
関
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評
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と
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図3　心理学的ストレスモデル17)
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継続的なストレス・カウンセリングが必要と判断さ

れた場合には,被面接者をカウンセラーへ紹介する。

ストレス・カウンセリングに関する具体的な介入方

法とその事例については,小杉9)に詳しいので,参照

されたい。

⑤結果報告会: Co-Labo一斉調査およびインテ-ク

面接が概ね終了した時点で,調査対象部署の管理職

者や事業所内の専属産業医などを招集し,結果報告

会を開催する。本報告会では,調査対象部署におけ

るCo-Labo調査結果の報告や,調査結果を基盤とし

たディスカッションなどが,約1時間に渡って展開

される。

Co-Labo調査結果は,当該企業や全国における基

準値との比較を中心に,スライドを用いて報告され

る。このとき,スライド中の用語や説明に使用する

表現はできるだけ平易なものとすることが必要であ

る。また,説明を行う際には,インテ-ク面接から

得られた情報も踏まえ,管理職者がスライド上の結

果をなるべく身近なこととして自覚できるように配

慮する。

このような配慮を行うことによって,結果報告会

は,産業保健スタッフからの一方的な情報提供の場

ではなく,産業保健スタッフと管理職者とが,それ

ぞれの専門的立場から,従業員の職場適応のために

どのような支援を講じればよOかを積極的にディス

カッションすることができる場となる。様々な職場

ストレス対策の有効性を検討したILOの報告では,

総合的に判断して,職場環境の改善は,種々のスト

レろ対策のうち,最も有効な方法であると結論付け

られている18)。結果報告会は,従業員個人の努力では

変容することが困難な,就業環境やマネジメント方

法などの職場環境そのものの改善が期待できる点

で,非常に重要な場面であるということができる。

4.おわりに

本論文では, Co-Laboを用いたメンタル-ルス不全

社員の発見と対応の実例を紹介した。社内不活性・社

外活性の状態にあるメンタルヘルス不全社員を発見

し,対応を行うためには,職場での軽い気分の変調や,

職場ストレツサーに対して実行中のコ-ビングの内容

などを明らかにすることができる調査票を使用するこ

とが必要である。また,調査実施の際は,紙面でフィー

ドバックを行うだけではなく,その後に必ず面接など

の対策を講じることが重要である。例えば,従来の研

究では,紙面でのフィードバックだけでは心理的スト

レス反応の減少は認められないが19)調査実施後に面

接を行った場合には心理的ストレス反応の減少が認め

られている20)

なお,小杉の展開する職場メンタルヘルス活動は,

労働安全衛生法に規定される安全配慮義務を基盤とし

た活動というよりも,むしろ,個人ないし企業全体の

パフォーマンス向上を目的とした米国型EAPに近い

活動であるといえる　NIOSH健康職場モデル21)にも

認められるように,今後,個人や組織のパフォーマン

スや職務満足感などの職場の肯定的な側面に焦点を当

てた研究を充実させていくことも必要であろう。
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